
性質別 歳出

21億7,174万円

一般会計 歳出

21億7,174万円

単位：万円

消防費
15,506
 7％

農林水産費
　3,970　2％

土木費
12,931
6％

議会費 
 4,418　2％

歳出を性質別でみると

人件費
39,744
 18％

補助費等
29,915
14％

物件費
43,273
20％

普通建設
事業費
48,329
22％

公債費
11,040
 5％

積立金等
9,137
4％

扶助費
14,045
 7％

維持補修費
  1,276   1％

繰出金
20,415
9％

総務費
48,857  
22％

民生費
25,103
12％

諸出金
20,016
9％

　平成２8年度は、多数の事業が展開されましたが、経費削減に努めた結果、
基金現在高が約２００万円増加しました。

基金残高の状況（単位：百万円）
その他財政調整基金
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東秩父村の健全化判断比率

（摘要）早期健全化基準の数値を超えた場合、財政健全化のための是正措置が必要
　　　　となります。赤字がないため、実質赤字比率と連結実績比率は「ー」で記
　　　　載されます。実質公債費比率、将来負担比率は算定されないため「ー」で
　　　　記載されます。

　平成２７年度決算に基づいて算定された東秩父村の健全化判断比率は下表のと
おりです。

区　　　　　　　     分　　　　　　　　 東秩父村  　早期健全化基準

　　　　　　　実質赤字比率
一般会計（※）の赤字から財政運営深刻度をみる比率（※村の
一般会計等とは、一般会計およびバス会計をあわせたもの）

　　　　　　連結実質赤字比率
全会計の赤字から財政運営深刻度をみる比率

　　　　　　 実質公債費比率
借金の返済額等の大きさから資金繰りの危険度をみる比率

（この比率は当該年度と過去２ヵ年の３ヵ年の平均値を算出）

　　　　　　  将来負担比率
村が抱える負債の残高から将来財政への圧迫度をみる比率
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、
扶
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費
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公債費
11,040  
5％

教育費
14,478
 7％

衛生費
26,118　
12％

衛生費
26,118　
12％

商工費
34,737
16％

商工費
34,737
16％

426 449

1457 1436

381

歳出の内訳


